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１． 調査の目的

　

この調査は旭川市における市民の住宅環境の改善に資するとともに， 住宅政策の樹立に積極的な

提言を期して行なったものである．

　　　　　　　　　　　

表１ 対 象 地 区 分 表
２． 調査の計画

　　　　　　

劉

　　　　　　　

１ 郊

　

外

　

地

　

域

　

（１） 対象地区

　　　　　　　　　　　　　　　　

市

　　

街

　　

地

　　

区

、
旭川繁お文書窄ま饗辱住弊

　

地ｆ実情困中園廠囲埜閣キー器
妾寸象地”繊毛だそ溺 ￥

　

選ＦＦＩ〃｝〃ｉキｌｉＥＥＥドド
地区を市街地域，７地区を郊外地域

とし， 地域別集計と解析を試みたが調査の特定事項については全市一括して扱ったものである． な

お， 対象地域並びに地区区分は（表１），（附図１）のとおりである．

　

｛２） 調査項目

　

調査シートに１４項目にわたって質問事項を列記し， 凹項目のみ自由記載にして， あとはすべて該

当記入方式によった．

　

ただし，ｑｏ， 回項目にミスプリントがあり， 東鷹栖地区と江丹別地区の２地区には未訂正のまま

発送したので， 東鷹栖地区の２６枚， 江丹別地区の１１枚に記入された回， 凹項目の回答は集計から除

外した．

　　

（３） 調査方法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

附図 旭川市対象地区区分

　

調査対象世帯の選定は， 全市を一括しないで， 市街

　　　　　　　　　　　　　

庭罰紳頃で

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）宴

地域 （７地区） と郊外地域（１６地区） とを区分し， そ

　　　　　

毎尋

　　

□ 縄

れぞれの地域を選出母体とする 嫌 配した‐ （第１

　

具誓

　

績擁護舞
『躍鱒次層別）

　

また， 調査シート発送の対象世帯の抽出は昭和４５年

１１月旭川市で実施した『旭川市生活環境意識調査』が

　　　　　　　

畏違憲も
採用した抽出世帯名簿（標本数２１９０）によることにし

これを調査対象地区別に組替え， 地区ごとの推定世帯

　　　　　　　　　　　

′

　　　　　　

、
数（４６年５月現在：住民台帳調べ） を参照にして若干
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の調整を行なった （第２次層別）

ただし，東鷹栖地区の５０世帯， 江丹別地区の３０世帯については独自に地区選挙
人名簿から無作為

抽出によって選出した．

　

最終標本となる抽出世帯数は郵送回収による標本の収縮をみこして信頼係数９５％の精度にとどま

るよう， 各地域それぞれ４００世帯を予定した． そのために， 第２次層別によって選
定された各地域

とも１，０００余世帯に調査シートを配布したが， 実際のところ， 当初予想した３５～４０％の
回収率をぅ

わまわる回答を得たので，面接回収による補助標本の確保は必要でなかった．

　

雑

　

実施と回収

　

調査実施は配布回収ともに郵送によるという郵便質問紙の全郵送法をとった。 実施から回収にい

たる日程を示せば次の通りである。

　

調査シート発送

　　　　　　

６月１０日

　　　　　　　　　　　

表２ 調査シート回収状況

　

調査シート郵送回収締切 ６月２５日

　　　　　　　　　　　　

Ａ

　　　

Ｂ

　　

Ａ－Ｂ

　　

Ｃ

　　　

Ｃ

　

次に， その回収状況は （表２） のごと

　　　　　　　　　　

発

　　

送に宛

　　

配

　　

回有

　

ＡーＢ

くである。

　　　　　　　　　　　　　　

送

　

数考案

　

達

　

答

　　

震

Ａ

発

送

数

Ｂ

送に宛
数よ先

　

る不
返明

Ａ－Ｂ

配

達

数

Ｃ
賄
答
獅

中

　　

央

北

　　

星

春

　　

光

西

東

大

　　

成

新 旭 川

９６

１５０

２５０

１００

３１１

９３

１６５

１４

２２

３１

１２

１７

１６

１５

８２

１２８

２１９

８８

２９４

７７

１５０

３２

５４

９５

３６

１２６

３８

６２

３９，Ｏ

４２，２

４３，４

４０．９

４２，６

４９，３

４１，３

１１６５ １２７ １０３８ ４５０ ４３．４

東旭 川

東 鷹 栖

神

　　

楽

神

　　

居

永

　　

山

江 丹別

２００

５０

２４２

２０８

２８５

３０

３

Ｏ

１０

１５

６

１

１９７

５０

２３２

１９３

２７９

２９

８４

２６

１１１

８８

１３４

１１

４２．６

５２，Ｏ

４７，８

４５．６

４８．Ｏ

３７，９

１０１５ ３５ ９８０ ４５６ ４６．５

（注）

　

なお， 回収締切の６月２５日以後に到達したも

　

のは宛先不明による回送２通， 有効回答４８通

　

である．

　　

これらの数によって最終回収率を算出すれ

ば， 霊を×ｌｍ‐４７．３となる・全郵送法の

　

回収率としてほかなり高い結果が得られたと

　

いってし、い，

　

（５） 調査の集計

調査結果は全項目別に単純集計した。

その際， いくつかの項目については居住

意志の有無とクロスさせて集計した．

　

また， いくつかの項目に関しては， 全

市， 地域別， 地区別の集計をとり， 相互

の比較検討を試みた．

口

　

居住に関する意識調査－－集計と解析

１． 性と年令

あなた（世帯主）の性別

あなたの年令

男

　

１

　

女
．
男

　

１

　

女

２０才～ ３０才～１４０才～ ５０才～１６０才以上

１ １
－１７３一
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本調査における調査対

　　　　　　　　　　　　　　　　

表４ 地 域別 年 代 構 成
象者（世帯主）総数は８９７

　　　

表３

　

性別

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位

　

％）
名であり， 地域別にみれ

　　

蝉位 人）

　　

ド才～ー鋤才～ ド 才～ド，才～ 才以上

墓 園 覇；ぎ塾

　

墨書

　

８３０

　

撒 坤，可 － － ，一 蹴

　

” ｒー丁

　

メｆ

　　

ｒ罰 開 墾１１ｇ，飼
養：ｇｉｌｌ：基

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

６７

らの調査対象者の性別は

　

計 １

　

８９７
（表３）のとおりである。

　

また， これを年令別でみると， （表４）のようになる。 （表４）によれば， 世帯主の地域別年代

構成を比較してみると， 市街地域の方が郊外地域と較べて２０代，３０代の割合が多く． 逆に，４０代以

上になると郊外地域の方が多くなっている．
２． 移転意志

　

現在， または近い将来， いまの住宅から移転する意志や計画がありまずか。

あ

　　

る１な

　　

い わからない

（１）

表５

地域別にみた移転意志

地区別移転意志計画の有無

ぁ髪
り志

　

（単位％）

な
転
移

　　

なわ

　　　　　

　　

し志

　　

いら

　

（表５） は移転意志の有無を地区別にまとめたものであ

る。 まず， 地域別にみれば， 市街地域の方が全般的に移転

への意向が強く， 約半数が定住よりも現在， または将来に

移転する意志や計画のあることを示している。

　

これをさらに地区別に検討してみると， 大成地区（６０．５

％），新旭川地区（５９．７％）， ついで北星地区（５５．６％）がい

ずれも５０％以上の高率で移転への意向を示している． なか

でも， 新旭川地区では定住志向 （移転意志なし）も最も低

く（１６．１％）， ６割が地区離脱への傾向や意向を表明してい

ることは注目してよい． パルプ工場の周辺地区という事情

がなによりも大きな要因となっていることはいうまでもな

い。 なお， 移転志向よりも定住志向の方がうわまわってい

る地区は僅かに中央地区のみである． これは， 同地区が都

心地を形成し， わりと安定した定着性をもつことの表われ

であろう。

次に， 郊外地域を眺めてみよう。 ここでは先の市街地域

とは反対に， 移転意志は 「あり」 よりも 「ない」の方がう

わまわり， 全体として定住傾向を示し， 旭川市における環

状周辺居住地帯としての安定性をもの語っている．

　

こうした定住傾向が一番安定してみられるのは， 神楽地

区（６４．０％） である． この地区はすぐれた 「総合居住性」

をもつ地区であることは旭川市の『生活環境意識調査』 でも示されていたことである． ほぼ６割近

い定住への意向をもっている郊外地域の各地区の中で， ただ江丹別地区のみが例外を示している．
すなわち， この地区では移転意志が４５．５％もあり， 都市近郊地における一種の 「過疎地」を表わし

ている．

　　

中

　

央

　　

３７．５

　　

４０．６

　　

２１．９

市 北

　

星

　　

５５．６

　　

３８．９

　　　

５．５

街

　

春 光

　

　

　

４６．３

　　　

３８．９

　　　

１４．８

４１．７

　　　

４１．７

　　　

１６．６

　　　　　　

、

　　　

４６．０

　　　

３７．３

　　　

１６．７

域 大

　

成

　　

６０．５

　　

２６．３

　　

１３．２

新旭川

　　

５９，７

　　

１６．１

　　

２４，２

小

　　　

計

　　

４９．４

　　

３４，６

　　

１６．０

↓

　

東旭川

　　

東鷹栖
外

　

神

　

楽

地

　

神

　

居

　

永

　

山
”

　

江丹別

１９，０

　　　

５９．５

　　　

２１．５

３０，８

　　　

５７．７

　　　

１１．５

２２，５

　　　

６４，０

　　　

１３．５

２６，１

　　　

５６，８

　　　

１７．１

２１．６

　　　

５９．０

　　　

１９．４

４５．５

　　　

４５．５

　　　　

９，０４５．５

　　　　

９，０

５９．５

　　　

１７．２

３６，２

　　　

４７．２

　　　

１６．６

小

　　　

計

　　

２３．３

全

　　　

市
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全市的に平均してみると， 半数近くの４７．２％が定住意志を示すものの，反面，３割をこえる３６，２％

が移住への意志や計画をもっている。 これをみても， 旭川市全体としての現住地定着への意向は決

して高いとはいえない． また，

　　　　　　　

表６

　　

地域の年代別移転意志。計画の有無

移住意志の有無についていえば

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位％， 但しＡ／Ｂは除く）

旭川市における地域間の落差もま

　　　　　　

１２０才～１３０才～１４０才～１５０才～－６０才以上

るまい．

かなり開いているといわメば な

　

一 移転意志あり④ー６６，７ Ｅ５．－４５８１ 鮎，・１ 潟．６

　　　　　　　

蓋 婆電雫菅や

　

２宣言

　

二言

　

誓え

　

”手

　

勢；

　　　　　　　

域１
”～▼り斌Ｖ

１ … ＥｓｉｌｌコョヱｉもＥふ

　

｛２１ 年代別にみた移転意志

　

（表６）は年代別に移転意志

　　　　　　

Ａ／Ｂ

がどのように変化するかをみた

　

郊
１ 移転意志あり仰 １４４，２１３４．４１２２．１１１６．２１ ７．１

　

ミ ； ．

　

、

　

、
縫

　

わメ富豪、 漏

　

，，三

　

筋：

　

，騒

　

ぎ

別移転高志の傾向をみるならば

　　

Ｉ

　

Ａ／Ｂ

　

１１・４６１０，６４１０，４１１０，２４１０．ｏ８

６０代以上の老人層を除いて各年代層とも移転意志の方が定住意志をぅわまわっている。 この移転し

たいという意志はすでに２０代から強く， ３０代にはピークに達し，４０代になるとやや鈍化してくる，

とりわけ，２０代，３０代の層では３分の２ほどの者が移転への意志や計画をもっているが， これは結

婚・出産というライフ・ステージを迎えてのホ ムづくりへの意向が強く， またようやくそれだけ

の資力も備ってくるという事情の反映とみてよい。

　

次に， 郊外地域における年代別移転意志の傾向をみると， 市街地域とは逆に，２０代の層のみ除い

て， 各年代層とも定住傾向をはっきり表わしている。 移転への意志， 計画が 「ない」という定住へ

の意向は３０代層で半数をこえ， 世帯主年代が年寄りになるにつれて一層高まってゆく。 つまるとこ

ろ， 郊外地域では，２０代層のみが定住意志をぅわまわる移転意志を示すのみで， 全体としては， 現

住宅に住み続けることの方を望んでいるのである。

　

３， 家族数と移転意志

あなたも含めて現在一緒に住んでいる家族の数

該当する□の中に数字を入れて下さい。

乳

　

幼

　

児

（未就学児）

小中高校生

（６才～１７才）
１８才～５９才 ６０才以上 計

　

信豊か焚

□ Ｌ」」 」ＬＬ」
調査対象世帯の家族数の集計から世帯平均家族数を地区別に算出したのが（表７） である。

地域別にいえば， 市街地域の平均家族数は３，７人， 郊外地域での平均家族数は４．１人である。 地

域別比較では， 明らかに市街地域の方が郊外地域より家族数は少ない。 それだけ僅少家族が多く，

核家族化も進行しているとみてよい。

　

次に， これらの地区における世帯を移転意志「あり」 という移転グルー
プと， 移転意志 「なし」

という定住グループにわけて， それぞれグループの一世帯平均家族数をあげれば （表８）のように

なる。

　

（表８）から一見してわかることは， 市街地域の都心地にあたる中央地区を除けば， どの地区を

－１７５－
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表７ 地域別世帯
平均家族数
（単位 人）

ｊｏｕｒｎａｌｏｆＨｏｋｋａｉｄｏ ＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙｏｆＥｄｕｃａｔｉｏｎ（ＳｅｃｔＴｏｎ

　

ＩＣ）

表８ 移転意志からみた地
区別世帯平均家族数

ｊａｎｕａｔｙ，１９７２

６

　 　

６

　

７

　

９

　 　

８

　

５

　 　

８

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　

　 　

　 　

　 　

　

　 　　 　 　

『世
数均帯

　

央

北

　

星

春

　

光

大

　

成

新旭川

地域平均 ｉ

　

３．７

東旭川

東鷹栖

神

　

楽

神

　

居

永

　

山

江丹別

４，８

４．２

４．Ｏ

３．６

４．３

４，Ｏ

地域平均 巨，，

　

全

　

市 ー３，６１４，２ー３．９

全

　

市 １ ３．９

とりあげても， 定住グループの一世帯平

均家族数の方が移転グループのそれをう

わまわっているのがうかがわれる． この

ことは， 一般に， 家族数の大きい方が腰

が据わり， 移転志向もいくらか弱まると

いうことであろうか．

４，

　

家

　

族

　

型

　

（１） 地域別にみた家族型

　

いま， 家族構成員によって営まれる家

庭のパターン注）を次の五つにまとめてみ

た・

　

Ａ…単身者世帯型 （未婚の世帯主１人

　　

の生活）

　

Ｂ…夫婦世帯型（夫婦２人だけの生活）

　

Ｃ…〔夫婦十子ども〕世帯型 （親と子ど

　　

もによる生活） Ｂ と Ｃ をあわせて

　　

「核世帯」 と呼んでもよい．

　

Ｄ…〔祖父母十夫婦十子ども〕 世帯型

　　

（いわゆる三世代が同居する生活）

　

Ｅ…老夫婦世帯型 （年寄夫婦または単

　

身老人の生活）

　

注） なお， この家族型をライフ・サイクルのステージとして説明することもできる．（図３）参照のこと．

　

いま，これらの家族型による世帯構成比を市街地域，

　　　　

表９ 地域別にみた家族型
郊外地域でまとめてみると， （表９） のようになる．

　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位％）

まず， 市街地域についていれズ， 核家族型世帯（Ｂ

　　　　

ｉ Ａ １ Ｂ Ｊ ＣーＤ１Ｅ
これに続く．

＋Ｃ）が７２．４％を占め， 三世代世帯（Ｄ）が１７．４％で

　

市街 噌 ー２．３１４．３１６８２１．？４１７．９

　　　　　　　　　　

ｒ 部署１開墾ａｌｌ，
ＩＥき

　

郊外地域では， 市街地域に較べて単身者世帯（Ａ）

のしめる割合が少ないかわりに， 祖父母を伴う三世代

世帯 （Ｄ） は２４．７％と逆に多いのが目立つ． 明らかに， 都市型と農村型との家族構成の類型がここ

でみられる．

　

老夫婦世帯が郊外地よりも市街地の方に多いのも注目しておいてよいであろう。

　

全市的レベルでいえば， 核家族世帯（Ｂ十Ｃ） が全体の７割を占め， 全国の都市における核家族

化の傾向とほぼ一致している．

　　

（２） 家族型と家族数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

表１０ 家族型にょる地域

　

世帯構成員はＡ型が１人， Ｂ型が２人であることはいうまで

　　　　　　

別世帯平均家族数

もないが， Ｃ， Ｄ， Ｅの型について世帯平均家族数を算出して

　　　　　　　　　　

（単位

　

人）

表に示したものが （表１０） である．

　　　　　　　　　　

ｌ ｃーＤ－Ｂ

これをみてもキつかるように郊外地域の方がＣ型，Ｄ型とも
顛 劃 ｇｇ１ｇＩ１拶に世帯平均家族数が多い． 特に， 三世代世帯であるＤ型の場合

市街地域の５．３人をうわまわる５．８人を示していることは， 近

－１７６－
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郊農家における多数家族の名残りをもの語るものである．
老人家庭のＥ型でも市街地より郊外地が若干多く， 老人夫婦の共生家庭が多いことを表わしてい

る．

　

（３｝ 家族型と移転意志

地域におけるそれぞれの家族型が示す移転意

志の構成比を示すのが（表１１－１），（表１１－２）であ

る．

　

この表から移転意志のみをば両地域の家族型

によって表示すると 〔図１〕 のようになる。

　

〔図１〕 によって， まず市街地域についてみ

ると， 単身者 （Ａ）は全部現住居より移転する

表１１－２

　

家族型による移転意志（郊外地域）

（単位

　

％）

Ａ

　　　

Ｂ

　　　

Ｃ

　　　

Ｄ

　　　

Ｂ

移転意志あり

移転意志なし

わか らない

５７，１

１４，３

２８，６

４０，Ｏ

４０．０

２０．Ｏ

２８．５

５３，６

１７，９

６．４

７７．３

１６，３

２６，１

６５，２

８．７

表１１－１

　

家族型による移転意志（市街地域）

（単位

　

％）

移転意志あり

移転意志なし

わか らない

図１

１Ａ１Ｂ１一 Ｄ１Ｅ

　　

１００

　

３６，８

　

５５，６

　

３１，１

　

２５．７

３６，８

　

２７，５

　

５８，４

　

５４，３

２６，４

　

１６．９

　

１０．５

　

２０，０

家族型による移転

意志の変化

（移転グループ）

一一

　

市街地域
－…一

　

如タト地域

意志や計画のあることを表示している。 夫婦世

帯 （Ｂ） については， 移転， 定住相半ばしてい

　　　　　　　　

ｏ

　

Ａ

　

Ｂ

　

ｃ

　

Ｄ

　

Ｅ
るが， 子どもを持った家庭（Ｃ）になると， 約

半数（５５．６％）が移転意志を抱き， 移転意向へ傾斜してゆく．

　

しかし， 親と共同生活する三世代世帯（Ｄ）ともなると， 定住志向の方が強くなり（５８．４％）， 移

転意志の方は３１．１％と下ってくる。 そして， 老人（夫婦）だけの世帯（Ｂ）ともなると， いよいよ

この移転意志は減少して４分の１となる。

　

郊外地域について考察してみよう．

　

先に．（表６）でもみたように， 郊外地域では２０代の世帯主層のみが定住よりも移転を望んでいる

が， この層は単身者型のＡタイプの世帯を構成しているのが多く， 従って， ここでもやはり移転へ

の意志や計画への意向を強くうち出している。 すなわち，３０，２％の定住志向をうわまわる４４，２％の

移転志向を示している。 しかし， 市街地域のＡ型層が１００％の移転志向を表明していたことと較べ

るならば， そこにやはり大きな地域差をみることができよう。

　

また， 郊外地域における子どものいる核世帯（Ｃ） は市街地域に居住する同－－型世帯に較べると

かなり安定しているといえる。 すなわち， 市街地ではＣ型世帯の移転意志５５．６％， 定住意志２７．５％

に較べて， 郊外地では移転意志２８．５％， 定住意志５３．６％とほぼ逆転し， 現住定着への意向を強く示

している． ここにも， 家族型からみた移転意志にはっきりした地域差が表われていることをみとめ

ることができるのである。

５． 年

　　　　

収

　

あなたの世帯年収 （１ヵ年の税込み収入）はほぼどのくらいですか。

５０万円まで
５０万
～１００万円

１００万
～１５０万円

１５０万
～２００万円

２００万円以上

－１７７－
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ＪｏｕｒｎａｌｏｆＨｏｋｋａｉｄｏ ＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙｏｆＢｄｕｃａｔｉｏｎ（Ｓｅｃｔｉｏｎ

　

ＩＣ） Ｊａｎｕａｒｙ，１９７２

　　

（１） 地域別世帯年収

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

図２

　

全市世帯収入分布（単位 ％）

　

全市における世帯年収の構成を円グラフで表示すれば 〔図２〕

　　　　　　

２

　　　　　　

ＤＯ牌

　

郭万円

の よ うに な る．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

鼠上

　　

林キ

また， 分布中間値にもとづく平均年収を算出すると（表の の

　　

患
円
８５
ぷ
Ｔ

　

勤
ようになる． この表でみるかぎり， 世帯平均年収における地域格

　　

ぬワ

　　　

帯

　　

－淘万円

差はほとんどみられない。

　　

（２） 移転グループの世帯年収

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

‘

　　　　　　　　

３３，０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１５０万円

　

なおまた， 移転への意志や計画をもつ移転グルー
プに所属する

世帯層の平均年収を地域別にわけて算出してみると （表１３） のょ

　　　　　　　　

３６、１

表１２
平均世帯年収

　　　　　　　　　　

表１３

　

移転グループの地域別平均年収分布

　

（単位万円） （単位

　

％）

櫛万円Ｆ！錠円周鎗円１
２００覆上

　　　　　　　　 　４０．６

市街地域

　

１１３．３ 市街地域
郊外地域

　

１１９．６

　　　　　　　

郊外地域
全

　　

市 １１６．５

うになる。

　

（表１３） からは市街地， 郊外地に有意差はみられない。 ただ， い
ずれの地域においても， 年間収

入１００万円前後の所得階層が最も強い移転意志を示していることがよくわかる。 ちなみに， 移転グ

ループの平均世帯年収を算出すれば， ほぼ１０９万円である． 移転グルー
プの約６割近くが年収１００万

円前後のライン（試算によれば税込み月俸５万８０００円クラスに相当） にあるということは， 中所得

階層にも移転や移住を可能にする条件や基盤が及んできたものとみられる， 実際に， 住宅資金の貸

付制度の普及や， ホ【ムづくりの宣伝などがこういった傾向を助長していることはいなめない．
し

かし， 移転グル【プにしめる比率という点からみれば， 年間
所得５０万円以下のクラスは１割にもみ

たない低率であり， まだまだこの階層に移転や転居を現実に期待するのは無
理である．

６． 居

　

住

　

年

　

数

　

いまの住宅に住んでどのくらいになりますか。

１年未満 １年～５年 ５年～１０年 １０年以上

　

（１） 地域別居住年数

居住年数をクラスごとに集約， その地域別集計をすると（表１４）のようになる．

　

この表によると 「１～５年」 クラスのものの割合が一番高い。 全市的にみても， ５年ほど経過し

たクラスと，１０年以上も住み続けてきたクラス
とがともに高い比率を示している。

表１４

　

地域別居住年数

　

（単位％）

　　　　　　

衰１５

　

移転グループの地域別居住年数

１０年以上

　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位

　

％）

測

　　　　

１ ー年１１ 年１５～１０年１１０年以上
１０～１年１． 年１５

３９．Ｏ

３５．Ｏ

３６．９

２２．５

２２．３

２２，５

市街地域

郊外地域

全

　　

市

７．５

６．２

６，８

３６・５

　　　　　

市街地域

　　

６，２

　　

４６，４

　　

２６，１

　　

２１，３

３３，８

　　　　　

郊外地域

　　

８．５

　　

４９．１

　　

１４，１

　　

２８．３

－１７８－
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（２） 移転グループの居住年数

　

次に， 移転グループに限ってその居住年数を調べてみよう。 （表１５） はそれを地域別にまとめて

示したものである．

　

これをみてもわかるように， 「１～５年」 クラスに移転意志が最も高い比率で示されている。 事

実， 移転グループの平均居住年数は市街地で５．３年， 郊外地で５．２年であり， ほとんど変わらない。
このことから， ほぼ５年が移転への一応のマジック・ナンバーだといってよいだろう。

７． 居

　

住

　

形

　

態

　

あなたの住居は次のどれにあてはまりますか， 該当する□の中に○印を入れて下さい。

１自分の家に住んでいる方１

　　　　

１借家むこお住いの方ｌ

給与住宅

（鴇社宅）

公

　

営

　

借 家 民 間

　

借 家
借

　　

間

下

　　

宿

同

　　

居

道

　

営

市

　

営

アノミート

公

　

団
公

　

社
の

アパート霧
戸棚繭

　

１

一戸建住宅 公団・公社の

分 譲

　

住 宅

民 間

　

の

分譲住宅

土地も

所

　

有

土地は

借

　

地

（１） 地域別居住形態
表１６

　

持家・借家の

　

まず， 居住形態を持家と借家のグループにわけて， 地域別集計を

　　　　　　　　

地域別構成
し， その構成比を示すと （表１６） のようになる。

　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位

　

％）

　

これをみても明らかなように， 持家グループの割合は郊外地域に

　　　　　　　　　

持

　　

借

圧倒的に多い。 約８割が特家グループに入る。

　

これに反して， 市街地では両グループが伯仲しているとはいいな 郊外地域－７９，ｏ

　

２１，ｏ

がら， 借家グループが５２．３％と半数以上をしめ， 持家グループをう

わまわっている。 いずれにせよ， 持家， 借家という居住形態からみれば， 地域差は歴然たるものが

ある。

次に， 持家， 借家の内容を詳しくわけてその構成比を示すと （表１７）のようになる。

表１７

　

地 域 別 居 住 形 態

　　　　　　　　

（単位

　

％）

　　　

（表１７） によって詳細

持

　　　　

家

　　　　　　　

借

　　　　　　　　

家

　　　　　

に検討するなら， 公営，

間

　　

公団， 民間の各アパート

借

　　

の割合は市街地に多く，
譲民

　　

給

　　

ア公

　　

　

　

　

　
宅分

　　

宅

　　

ト営

土

　　

土

　

譲公

　

　

　

　

　　
有

　　

地

　　

宅分
１

　　

専施

　

共施
ト団

　

用設

　

用設
下

　　

問借， 下宿などの比率も宿

３，７

　　

圧倒的に市街地の方が高
１，６

０．７

０，４

１，３

１６．２

６，６

８，Ｏ

３，１

２，７

０，９

１３．９

　　

７，８

８．６

　　

１．６

市街地域

郊外地域

３７．９

７３．５ ｏ．２

　　

い， 同様に， 給与住宅も

　　

市街地の方で高い構成比

を示す． これに反して， 土地私有の持家は郊外地域で７割以上をしめ， 市街地での比率のほぼ２倍

を示している。

　

こうした構成比の対照は， 居住形態からみた市街地域と郊外地域という地域特性をはっきりうか

びあがらせているといえる。 すなわち， 市街地域では都心住宅地区として， 郊外地域では周辺住宅

地区としてのパターンを呈しているのである。

　

（２） 移転意志と居住形態

移転グループに限定して， その居住形態を調べてみよう． まず， 持家， 借家の比率を地域別にま

－１７９－
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ｊｏｕｒｎａｌ。ｆＨＯＩくｋａｉｄｏ ＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙｏｆＥｄｕｃａｔｉｏｎ（Ｓｅｃｔｉｏｎ

　

ＩＣ） ｊａｎｕａｒｙ，ｔ９７２

とめれば （表１８） のようになる。

　

これをみてもわかるように， 市街地域における移転グループの４分の３は借家であり， 持家は僅

か４分の１かにしかすぎない。 ところが郊外地域ともなると， この比率

　

表１８移転グループに

はほぼ半数近いところで均衡し， わずか借家層が５１．９％で持家層を若干

　　　　

，おける持家・借

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

家の地域別構成

うわまわる． いずれにせよ， 移転や転居への意向は借家層の方に強く反

　　　　　

（単位

　

％）
映しているのである‐

　　　　　　　　　　　　　　　

１ 蒙 １ 集

　

これをさらに詳しく集約したものが （表１９） である．

　　

街地で は やはり か 一ト居住者（４５‐７％）， 給与住宅入居者 （２３．７

　

市街地域ー２５．１１７４．９

％）に移転意志が強いが，郊外髭霧三もなる三一塾所占
め旨家居住者

　

郊外地域１４８・１１５１・９

（４１．５％） がアパート居住者（３７．７％） をうわまわって移転意志を表明しているの
が注目される．

かかる持家居住者がどう

　　　　　　　　　

表，９

　

移転グループにおける地域別居住形態
いう理由で移転したがっ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位

　

％）

の動機調査とク。スさせ

　　　　　　　　　

持

　　　　

家てしろ力にっしてはそ

　

１鯛 図鑑１詣 室蘭壷ト１墾な診墓さ細々まつき

　

圏 家族型と居住形

ｇ

易

　

坐

　

′

　

７

　

市街地域１，７，８１６， 綱 ， 珊 ，７

　

９，６１５， 職 ，６１，，，５

　

５，５

先に
ズ
， Ｂ， Ｃ， Ｄ，

　

父 －］
ｉ
４１，５１

５，７

　　　

．

　

，

　

．７１ ， ７． －

　

，８

　

，

Ｅの５つの家族型を想定したが， この家族型は家族構成のパターンであるとともに， また， 人間生

活のライフ．サイクルからみれば， そこに設定されてし・るステ ジをも意味しよう。 すなわち， ま

ず， 学卒就業の独身者時代は単身者型世帯 （Ａ）に相当するだろうし， そのうち結婚すると夫婦世

帯 （Ｂ）にすすみ， やがて子どもを生んで〔親と子ども〕 型世帯（Ｃ） のステージに移る。 現状で

は完全な核世帯 （Ｂ＋Ｃ） 化はむずかしく， 自分たちの父母と同居する三世代世帯（Ｄ）のタイプ

をかなりみられる． いずれにせよ， やがて両親とも死別し， 成長した子どもたちとも別居して老夫

婦だけの家庭 （Ｅ） を迎えるようになる

　　　　　

図３

　

家族の循環（ファミリィ・サイクル）

ことだろうし， 最後に残されたステージ

　

お

　

－れ砕－

　

－
メ

　

ヨ

　

としてこのよぅな老人（夫婦）だけのＥ

　

園 圏閑→匪圏◎→ 綿十罷 め一国 編｛Ｂ一陣歴国定｝

型家庭はいよいよこれから増大してゆく

　

？

　　　　　　

“

ことであろう．

　　　　　　　　　　　　　　

鋭濁鎚鱒 霞 夫婦鞭 ←→

以 上 の よ うな フ ァミ リイ ．サイ クル の

　　

・

　　　　　　　　　

’

　　　　

：

　　　　　　　　

．

様態を図示すると〔図３〕のようになる．注）

　

Ｌ…－－－－－ー髪鰯謎き騎糖筈塾老夫婦－
〒楓鋤

図の実線部分がサイクルのノーマル・コ

ースを示し， 点線部分はそれからの変形を示す． わが国の場合には， 老後の親との同居がかなりみ

られる． なお， （

　

） の記号は家族型を示すものである．
注）多胡

　

進「住居地計画と居住者の世代構成」 （『住居問題講座』７昭和４４年，有斐閣）参照

　

こうしてみれば， Ａ， Ｂ， Ｃ， Ｄ， Ｅ型は家族構成のパタ←ソを示すとともに， ライフ・サイク

ルにおける独身・結婚・出生の段階を経て， 家族ともどもの共同生活から分散へという， 家族の成

長と分解の段階へ， やがては隠居にいたる段階というように， それぞれのステ ジを表わすものだ

とも考えられる．

　

このようなライフ・ステージに照応して， そのステージにふさわしい住宅に入居するものと仮定

－１８０－
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すれば， ステージ経過に伴って住居サイクルは循環するはずである。 これを住宅循環論というが，
このたてまえからは， これからの住宅地計画や住宅建設は多様な住宅型の開発， 提供と配置をプロ

グラムとして要請せざるを得なくなるであろう。

　

さて， 旭川市の現状ではどの程度， 家族型による居住形態の対応がみられるであろうか．

　

まず， 家族型による持家， 借家の状態をみてみょ

　　

表２ｏ－ー

　　　　　　　

表 ２０－２
う． 家族型の分類による持家， 借家の割合を地域別

　　

家族型の持家・借家

　　

家族型の持家．借家
に表示すると， （表２０－１），（表２０‐２） となり， それ

　　　　

（市街地域）

　　　　

（郊外地域）

をグラフで示すと，〔図 釦， 咽 幻となる．

　　

ｉ

　

豪１集

　　

１蒙’摸

である． これは，４．（勘でも明らかになったように，

市街地の場合， Ａ型では持家 続 く， すべて借家

　

Ａー

　

ｏｌｍ，ｏ

　

Ａ－，６，７ １８３，３

　　　　　　　　　　　　　 　 　　 　 　　　
　

　

　

　

　　　　

　

　

　

　　

　

　　
坐ず上器計塞学習星置鱒ｒ；と霊驚

　

≦

　

≧発

　

議；≦も影

　

響≧

　

～・ 珊Ｖ」仰丁～狐ガ伊しっ 塊 仰 止

　

Ｅ１６３，６１ ３６，４

　

８１６５，４ １３４，６

い，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位

　

％）

　　　　　

（単位

　

％）

　

郊外地についていえば， 市街地よりも

　

図４－， 家族型による持家。

　

図４‐２

　

家族型にょる持家・
全般的に持家率が高く， とりわけＤステ

　　　　

借家の変化（市街地域）

　　　

借家の変化（郊外地域）

－ジになれズ％・４％の高率となる ＊ 」

　　　　　　

的

　

－： 霧 鴛‘

郊外地の両地域とも， 家族型による持家

〔図４〕をみてもわかるよぅに， 市街地 回

　

＼
＝＝霧姿形ヲ；

　

◎

　　　

／ ＼

　　　　　　　　　　　

　

　
　

　

　
・借家の比率変化は， 開きの勾配こそ違

る． しかし， 持家グループと借家グルー

え， 同じ傾向性のパターンを示 して い ５０

　　　

５０

″
、
、、、

プとが交叉する時点（Ｐ），（Ｐ
′）は， 市街

地ではＣステージ後であり， 郊外地では

　　

ｏ
Ａ

　　

Ｂ

　　

Ｃ（Ｐ） Ｄ

　　

Ｅ

　　

Ｏ

　

Ａ

　　

Ｂ（” ｃ

　　

Ｄ

　　

ＥＢステージ直後である。 換言すれば， 市

街地ではＣステージにあたる， 結婚後子どもを生んだ段階でようやく持家グループの割合の方が優

位となるが， 郊外地では， 一つステージが早く， Ｂの結婚した直後の時点で持家グループが借家グ

ループを追抜かして優位にたつのがみられる。

　

旭川市の場合， 市街地， 郊外地ともに家族型による持家化の傾向パターンには大差はみられない

にしても， 持家化への上向テンポにはかなりの地域差があるといってよいだろう。

　

次に， 各家族型と，居住形

　　　　　　　

表２ー－，

　

家族型からみた居住形態（市街地域）
態内訳の地域別クロス集計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位

　

％）

（表２１－２） のようになる．

をまとめると（表２１－１）
１一計璽一樹 潔斎墾

　

市街地についていえば，

独身者のＡ型世帯には持家

は なく，ア
パ ー ト，間 借 （下

　　

Ａ

　　　　　　　　　　　　　

３０，ｏ

　

ｌｏ．ｏ ２０，０

　

１０．０

　

３０，０
宿），寮などの給与住宅が住

　　

Ｂ

　

２６，３

　

５，２

　　　　　　　

２６，３

　

５，３

　

５，３

　

１０，５

　

２１，１

居 に な って いる。

　　　　　　　

Ｃ

　　

３５．４

　

６，１

　

１，３

　

０，７

　

１７．８

　

９，８

　

３，７

　

１４，１

　

８．８

　　

２，３

夫 婦 のみ の Ｂ型 世帯 で は ３

　　

Ｄ

　　

５０，０

　

１３，５

　

４，１

　　　

１０．８

　

４，１

　　　

１３，５

　

１，３

　

２．７

割が 持 家 となる。 しか し，

　　

Ｅ

　　

４８．５

　

１５．１

　　　　　　　

６．１

　

３．０

　　　　

１２．１

　

６，１

　

９，Ｉ
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Ｖｏｌ．２２ Ｎｏ．２

　　　　　

ｊｏｕｒｎａｌｏｆＨｏｋｋａｉｄｏ ＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙｏｆＢｄｕｃａｔｉｏｎ（Ｓｅｃｔｉｏｎ

　

ＩＣ） ｊａｎｕａｒｙ，１９７２

全体としては， アパート生

　　　　　　　

表２ー， 家族型からみた居住形態 （郊外地域）

活が多く（４２．２％）， 間借は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位

　

％）

いる夫婦世帯としてのＣ型嚇し撫子ともの
１訂開議罰龍臨１葡萄島機　　　　　　　　

島書室重幸端書１喜一１０１一喜計４１覆土１
１６７

ト居住者世帯が２割弱に減ってくる． しかし， 老人世帯（Ｅ）になると， 再び持家の割合は下がり

かわりにアパートや間借りなどの借家住まいが増えてくる． なお， 給与住宅についていえば， ライ

フ・ステージの進行につれて漸減しているのがわかる。

　

次に， 郊外地域について考察してみよう．

　

Ａ型では若干の持家層を除いて， あとは寮などの給与住宅， 民間アパート， 間借（下宿）などの

安直簡易な居住形態を選択している。 ところが， 結婚しての夫婦世帯 （Ｂ） ともなれば， 持家が半

数近くになり， 間借生活からは完全に訣別する。 しかし， アパートや給与住宅などのウェイトはそ

う変わらない。 Ｃ型世帯ではアパート居住者の割合はこれまでのステージと較
べて半減し持家層が

７割以上に達する． 三世代世帯（Ｄ） ともなれば， こうした傾向はさらにうわまわり，９４．６％まで

が持家層に入り， 居住条件の最も安定したクラスを形成してくる。 このＤ型クラスでは， 世帯主の

年令構成も高令化してくることはいうまでもない。 さいごに， 老人（夫婦）だけというＥ型世帯に

ついていえば， ここでも市街地の場合と同様， 持家層の割合は減って， 借家住まいの方に分散して

しまう． すなわち， ほぼ２割近くがアパート生活の形で居住しているのである．

　

以上をまとめて， 旭川市における家族型による居住形態についての， いくつかの傾向を要約して

みよう。

　

まず第一に， ライフ・ステージの進展にともなって持家層が増大し， 逆に， 借家層は減少してゆ

くが， 老人世帯の場合はこの傾向に逆行する． また， ア
パート生活をはじめ給与住宅や間借（下宿）

などによる居住も， 老人世帯を除いて， ライフ・ステージの経過とともに減少するが， アパート居

住が急減するのはＣ型世帯に入ってからである． また， Ｄ型世帯になるとアパート居住は１割にも

みたない． これは現在のアパ【トの居住条件が多人数家庭に適していないということと関係してい

るだろう． こうした意味でも， これからの住宅設計は家族構成の経年変化が示すところの， こうし

たファミリィ．サイクルに対する十分な配慮や計画をもりこんでゆかねばなるまい． たとえば， 都

心地帯や周辺郊外地帯には， それぞれの地域居住者の年代構成に応じて， 単身者むき， 若夫婦むき

低年令層の子どものいる世帯むき， さらには同居世帯むき， 老夫婦むきなどの多様な配分計画をこ

そうち出すべきであって， いたずらに戸数主義の量的な配置だけでことたれりとするような住宅政

策であってはならぬ．

８． 移

　

転

　

理

　

由

　

「・まの住宅から移転したい」 とお考えになっている方は， その理由をあげてみて下さい。

　　

（該当する項目がいくつかあれば，それぞれの□の中に○印を入れて下さい．）
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１ 部屋数がたりない ・・ 鰍 煮 蝋警臭などまわりの環

２

　

庭などがほしい １２

　

舗装など道路の整備がわるい

３ さわりに車を駐車させるところがな １３

　

子どもの遊び場がない

４

　

家屋が古くなった １４

　

通学， 通勤に時間がかかりすぎる

５

　

台所などが狭く不便である １５

　

買物施設や医療機関が近くマこない

６

　

借家住いがいや ・６ 離 澱 がはげしく交通災害のおそ

７ さわり近所の人間関係がわずらわし １７

　

バスなど交通の便利がよくない

８

　

陽当りや風通しが悪い １８

　

経済的にゆとりや見通しができた

９‐下水， 排水が完備していない １９

　

強制的に移転をせまられている

１０

　

除雪， 排雪の便がわるい ２０ 鞍きき雄騨職じが’なんと

　

移転の意志や計画をもつ移転グル←プを対象に， 移転理由２０項目について自由選択 （複数可） を

求めた． 各項目ごとに選択数の全体に対する比率をそれぞれ地域別に集計し， その比率の高い順に

おきかえて示したものが，（表２２－ｌａ），（表２２－２ａ）である．

　

これをみてもわかるように，両地域とも共通して 「部屋数がたりない」 ことがほぼ同じ比率で第

１位におされている． 部屋数の不足は家族の拡大と表裏の関係があり， 移転理由が居住年数や家族

構成と結びつく一端がここでもみとめられよう． しかしまた， 移転理由の順位にはかなり地域的な

事情が反映されているのも事実である。

　

たとえば， 市街地の場合， 「借家住いがいや」というのが第２位であり， 住宅事情のひっばくが

郊外地よりも強く表明されている。 こうした借家住いの窮屈さをはじめ， 家屋の狭隣や老朽に発す

る移転理由は概して市街地の方がいくらか高いといえる。

　

また， 市街地域の１，２， ３位の移転理由をつなぐと， そこには都会居住者の移転グループにつ

いて一般に， 「郊外の庭つき住宅」 への持家志向がかなり強くイメージ・アップされてくる。 しか

し，現実には， 居住している住宅地をめぐる居住環境や地域条件に差があり， そうしたものにもと

づく住宅への改善要求が生じているのであるから， こうしたイメージ・アップだけを一般化して移

転理由とすることはできない。

　

郊外地域では， ２位， ３位に排水，除雪などの不便さがあげられ， 移転意志形成の強い理由づけ

となっている。 さらにまた， 市街地に較べて， 交通の便利さや医療， 買物施設などの便益さへの不

満度がかなり強い移転理由のうえに投射されているのである。

　

このようにみてくると， 移転理由の中には， 単なる居住施設の改善や住宅構造の改良に限られる

ようなものだけではなく， これらをも含めた居住状態や住居環境そのものの快適さを求める住民要

求までもが強くうちだされているのである．
そこで， こうした理由づけをより的確に把握するために， 移転理由２０項目を「住宅に関するもの」

（Ｈ） と「環境・立地条件に関するもの」 （Ｅ）とにわけ， そのいずれにも含まれないものを 「そ

－１８３－
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ｊｏｕｒｎａｌｏｆＨｏｋｋａｉｄｏ ＵｎｉｖｅｒｓｉｔｙｏｆＥｄｕｃａｔｉｏｎ（Ｓｅｃｔｉｏｎ

　

ＩＣ） ｊａｎｕａｒｙ，１９７２

表２２一１ａ

　

移転理由（市街地域）表２２，ａ

　

移転理由（郊外地域）

　　　　　　　　　　

（単位

　

％）

４

　

庭など縦 しい②

　　

１７，４１日

バスなど交通の便利がよ
くない⑰
買物施設医療機関が近く
にない⑮

６，４

舗装など道路の整備がわ
るし・⑩

６．Ｏ

借家住いがいや⑥
４．９通学， 通勤に時間がかか

る⑭
台所などが狭く不便であ
る⑥

４，１

なんとなくここに住みた
くない⑳
騒音， 振動， 悪臭など環
境が不快である⑪

子どもの遊び場がない⑬

まわりに車の駐車させる
ところがない③

２．７車の通りがはげしく交通
災害のおそれがある⑯
まわりの人間関係がわず
らわしい⑦

１．９強制的に移転をせまられ
ている⑲

（○の番号は質問項目番号）

（単位

　

％）

部屋数がたりない① １２，２

借家住いがいや⑥ １１．７

庭などがほしい⑨ ９，Ｏ

舗装など道路の整備がわ
るい⑫

６．９

家屋が古くなった④ ６．８

下水排水が完備していな
い⑨

６．４

除雪， 排雪の便がわるい
⑲

６，３

台所などが狭く不便であ
る⑤

６．１

騒音， 振動， 悪臭など，
環境が不快である⑪

５．４

陽当りや風通しが悪い⑧ ４，８

まわりに車の駐車させる
ところがない⑨

４．５

子どもの遊び場所がない
⑩

３．５

車の通りがはげしく交通
災害のおそれがある⑯

３．Ｏ

まわりの人間関係がわず
らわしい⑦

２．７

通学通勤に時間がかかる
⑭

２，４
バスなど交通の便利がよ
くない⑰
経済的にゆとりができた
⑱
買物施設，医療機関が近
くにない⑮

１，８

なんとなくここに住みた
くない⑳

１，１

（○の番号は質問項目番号）

１匝

　　

項

　　　　　

目

　

（％）

２０ 轡
、るあ

め をせまら

　　

ｏ，６

　

ｏ

の他」 （０） として類別し， この類別による項目群の比率

合計を地域別に求めた．（表２２－ｌｂ），（表２２‐２ｂ）がそれであ

　　

表２２－ｌｂ

る．

類別移転理由

　

（市街地域）

表 ２２－２ｂ

類別移転理由

（郊外地域）

　

この表によると， 「環境・立地条件によるもの」 （Ｅ）

が市街地では５０．１％， 郊外地では５８．０％をしめ， ともに半

数もしくはそれをこえる有様で， いかに環境に関する要素

　　　

Ｂ

　　

５０．Ｉ

　　　　

Ｅ

　　

５８．０

聾袋参与夢夏を諜もぎ寡繁繋ぎ；ず珊糟星

　

ｇ

　

箸

　

ｇ

　

３１：ｇ
体としての全市レベルの数値は， Ｅ＝５２．５％， Ｈ＝４２．７％， ０＝４．８％である）

　

これを地域差の問題とみれば， 郊外地の方が市街地に較べてＢ要素は高く， Ｈ要素が低いことが

よくわかる． 現在， 旭川市周辺部に住宅地の大規模な造成が行なわれ， 新興住宅地が開発されつつ

あるが， それに伴う住宅環境条件や基盤整備の充実こそ急務としなくてはなるまい． 住宅の改善は

劉 項

　　　

目

　

１（の 僑

１１部屋数がたりない①

　

ｉ１２．ｏｌ日

２１慾排水が完備していな１８β ド

３ 虚雪’排雪の便がわるい １７・９ＩＢ

４ 際など繍 しい②

　　

７，４１日

－１８４－
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もはや戸数主義の単なる「量」 の供給にとどまるものではなく， 同時に， 「質」の改善という側面

を欠いてはならぬ。 それ故， これからの新規住宅需要に対する大量の住宅供給システムは高度な都

市住居空間全体にわたる開発プロジェクト構想の中で推進されなければなるまい。 そうした意味で

は， 住宅問題は， 単に建物の問題ではなく， 社会的な生活環境の問題であるといえよう。 「住宅の

購入は環境を買うことだ」と言われるゆえんである。

　

移転理由の提示は， 次の住宅基準の選定と並んで， はしなくもこうした課題にせまる問題点の提

起とその解決へのアプローチを示すものとして興味深いものがある。
９． 住

　

宅

　

基

　

準

　　

これからの住宅建設にとって， 必要な墓準ほどれでしょう。 あなたのご意見をきかせて下さ

　

い。 ただし，３つだけ選んでそれぞれの□の中に１。２。３の順位を記入して下さい。

１． 周囲の自然環境のよいこと（太陽， 空気， みどりなど）

２， 土地の広さがあること（庭や駐車場などのスペースがあること）

３， 建物の構造がよいこと（耐火， 耐震など， 特に寒地向けの構造）

４． 住宅施設が完備していること（ガス， 上下水道， 道路など）

５． 宅地購入価格や建築経費の安価， 安定していること

６， 利用交通機関の便利さ

７， 必要な社会環境施設が整っていること（マーケット，病院，学校， 子どもの遊び場など）

（順
位
１
０
２

０
３
で記

入
の
こ
と
）

居住条件を明らかにするために８の移転理由がその否定的な側面からの摘出であるとするなら，
住宅基準に対する選択はその積極的な側面からの照射だといえよう。

　

７項目にわたる選択基準事項から選定された３位までの項目に対し， それぞれ点数換算を行なっ
た。 すなわち， １位＝３点， ２位＝２点， ３位＝１点として各項目ごとに得点を計算し， 総点に対

する割合をだした。 それを地域別に集計したのが（表２３） である。

　

この表をみて注目されるのは

「自然環境のよいこと」を両地域

　　　　　　　　　

表２３ 地 域別 住宅基 準 順 位

とも３割以上の高率でトップに

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位

　

％）

あげていることである。 今日，
市

　

街

　

地

　

域

　　

＝

　

郊

　

外

　

地

　

域

公害だとか， 都市災害だとか騒

　

順１ 頂

　　　　　

。 １比 率

　

価

　　　　

－

　

ｉ比 率

がれ大きな都市生活問題となっ

　

位ｆ
沢

　　　　

口
１（％｝＝

倶

　　　　

口
１て％｝

てき ひ ろ。 そうした中で， 住

　

・ 卵 の自然 総
立のょぃ

　

３４，５

　

鞄 奮自然環境のょ

　

３２，４

宅基準の第・位に「自然環境の

　

２

　

翰 誓施設の整って ・６，３

　

馨 塾聖設の整っ 了扇

よいこと」を求めたこ 撚十分

　

３

　

隻讐設が完備してし、÷ｉ藁÷ 鰭 讐が完備して ｉｉｉｒ

に評価されてよい‐ また， これ

　

４

　

建物の構造がよいこと ・・．６

　

去地の広さがあるこ ・ｏ，ｏ
と違った意味で’ 「価格経費の

　

Ｔ 聾 交通機関の便利な

　

９，ｏ

　

そ の構造がよいこ

　

，，安価 安定≧」がともに最下位で

　

÷…；÷ ±地の広さがあること

　

．・ 廻 ぎ機関の便利

　

８０あることにも注目してよいであ

ろ ぅ。

　　　　　　　

７ 霧艶讐キ面
建築経÷＝÷轟謝禦格安酔

　

５，９

　

なお， 全体としてみるならば

選択基準における地域差はみられない。 ここにあげられたウェイトがむしろ地域性をこえたおおよ

そのスタンダードとして， これからの住宅 （地） 設計の指標となることであろう． 旭川市の場合，

－１８５一



ＶＯＩ．２２Ｎｏ．２ ｊｏｕｒｎａｌ。ｆＨｏｋｋａｉｄｏ Ｕｎｉ▽ｅｒｓｉｔｙｏｆＥｄｕｃａｔｉｏｎ（Ｓｅｃｔｉｏｎ

　

ＩＣ） Ｊａｎｕａｒｙ，１９７２

しいて市街地と郊外地の相異をあげれば，

うわまわっているという点である．

１０． 住宅地の広さ

　

あなたの場合， 住宅地にはどのくらいの広さがあればよいと思いますか．

６０坪まで

　

１

　

６０～８０坪

　

１８０～１００坪

　

ｉｌｏｏ～１２０坪 １２０坪以上

　

（１） 地域別にみた広さへの要求

　

いま， よせられた回答にもとづき地域別にその比率を示すと（表２４）のようになる。

３の中で言ったように， 東鷹栖地区２６枚，

　　　　　

表２４ 宅地面積への地域別要望

江丹別地区１１枚は調査シートのミスプリン

ト無訂正のまま配布したため，この項目と

　　　

，１～６ｏ坪１６０あ坪１
８獅坪１

１￥
次の購入経費項目の集計からは除外してあ

　　

市街地域

　

１４．９

　　　　　　

３５．５

　　

１
る） 郊外地域

　

賑

　

謬

　

韻，

～６０坪１６０露１８￥露１１￥瀞１１２龍

　　　　　　 　 　

　

（表２４） をみて気づくことは， １００坪ま

での要望率では市街地の方が高く， １００坪をこえる要望率になると， 逆に， 郊外地の方
が高い． こ

れは地域による宅地取得の事情や条件の相違の反映ともみられよう。 また， 市街地に住む人たちの

「狭いながらもマイ・ホーム」 という切なる願望の心理の表出だともいえよう。

　

いま， 求めようとする住宅地の広さの地区別平均坪数を算出
すると， 市街地域では８６坪， 郊外地

域では９５坪 （全市平均では９０．２坪） である． 市街地と郊外地にみられる
約１０坪ほどの開きこそ， 先

きほど述べた両地域における土地条件や事情の反映であろうし， 居住民の「狭いながらも， せめて

……」 の心理的表出でもある．

　

（２） 移転グループの広さへの要望

　

回答者のうち， 移転の意志や計画をもつ移転グルー
プにしぼって， 住宅地にどれだけの広さを求

めようとしているかを調べてみた． その地

　　　

表２５

　

移転グループの宅地面積への地域別要望

域別の集計が （表２５） である． ここでもい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位

　

％）

ぇることば （表２４）と同じように’１００

　　　

１～６０坪ｉ６０露１
８字みＪ￥瞬き

１２箆

坪までは市街地の方が高い要望率を示し，
裏要竃叢 匿 Ｅ 際 １，ｇ至１，１宣１００坪をこえると郊外地の方が強い要望率

を呈していることである． 地域性という観

点からいえば， １００坪がそのマジック
ｏナンバーといえよう。

次に， 移転グループの者が宅地にどの程度の広さを求めよ
うとしているのか， その平均坪数を同

じ手法で算出すると， 市街地域で８３坪， 郊外地域９１で坪となり， 先きの平
均８６坪，９５坪をそれぞれ

若干下まわっている． これも， 一般の場合と較
べて， 移転グループの人たちの場合， 宅地入手への

切ない願望がその要求水準を下げる形で反応していることの表われだと解釈できよう． 郊外地の方

よりも， 市街地の方が１００坪ライン以下で強い要
望率を示しているのと似通った心理的機制がここ

でも看取される．

１１． 住宅地購入経費

　

かりに， あなたの場合， 住宅地購入資金 （自己資金と借
入資金を含む）を準備するとしたら，

　

どの程度が望ましいでしょう．

「土地の広さ」に対する要求が市街地より郊外地の方が

（３，３平方米＝１坪）

（すでに１，

（単位

　

％）

－１８６÷



第２２巻

　

第 ２号 北海道教育大学紀要（第一部Ｃ） 昭和４７年１月

１００万円以下１１００～１５０万円１５０～２００万円１２００～２５０万円ー２５０万円以上

地域別に各クラス比率をまとめると （表

　　　　　　　

裏２６ 地域別住宅購入経費

２６） のよ うに な る．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位

　

％）

（表２６）をみても同じような拡がりで’

　　　

１～難１豊満円１
１繋鋳円門脇一

２５０要上
別にこれといった地域的特性や傾向性はな

寡懸 １琶ＩＥＩＩＥＥＥｇい。 ともに 「２５０万円以上」 がトップであ

る． これは願望聴取の形をとった質問形式

のため， 実際に調達準備し得る経費を示したとみるより， 「望ましい」形で可能性の上限が示され

たと解すべきであろう。

　

いま， それぞれの地域における購入経費の平均額を算出すれば， 市街地では１９２万円， 郊外地で

は１９７万円（全市平均では１９４，３万円） で， 地域における有意差はない．

　

１０で明らかなように， 住宅地の広さに対する要望の平均が９０．２坪（全市平均）だとし， いままた

これだけの住宅地購入の平均調達期待額を１９４，３万円（全市平均） と想定するならば， 坪当り単価

２万１，５００円となる。

　

あくまで実情を拾象した想定に限ったうえで， 平均値が最適値であるとおきかえてみるなら， 坪

当り約２万円程度が， 一応， 旭川市における， 住民サイドからの認知や期待にみあった宅
地地価の

標準価格， または適正相場ということができるであろう。

１２． 居住地の選定

　

これから旭川市に新しく住むとすれば， あなたはどの地区に住みたいと思いますか。

　

一つだけ選んで□の中に○印を入れて下さい。

都

　　　　

旧

　　

市

　　

街

　　

地

　　

帯 周

　

辺

　

郊

　

外

　

地

　

帯

　　　　

ど

　　

わ

金心

　

北

　

春

　

西 東

　

大

　

暫

　

票

　

墓

　

神

　

地台

　

永

　

萱

　

を

　

な

　　

　

　

　

　

　

　 　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　
　　

　

　

　

　

　　　　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　　　　　　

区

　　

区

　　

区

　　

区

　　

区

　　

区

　　

区

　　

区

　　

区居

　　

区 区

　　

い

　　

い

　

（１） 総合指標としての「居住地性」

　

中心地の空洞化を伴うドーナツ現象， 周辺地区への拡散を図るスプロール化， 都心部の再開
発計

画やニュータウン建設構想など， 都市空間の再構成や居住空間の再配置をめぐるプロジェクト
は都

市における住宅問題にさまざまな課題をなげつけている。 まさに都市は「生きもの」のように
人間

と環境とのエコシステムを求めて動き， そして変化している。 旭川市とてその例外ではない。

住民が自分の居住地としてどの地区を選定するかは， こうした都市空間の発展の動向や地域構成

の変容の動態をうらなう一つの指標となるであろう。

　

そこで次のように， 質問の回答を操作的に区分けしてみた。

　

Ａ…現居住地区と同一地区を居住地に選定した場合

　　

たとえば， ａ地区に住む人が居住地としてａ地区を選定したような場合である。 この場合の

　

比率をａ地区の定着率と名づけると，

　　　　

定着率＝
」瑳墜区を選定した回答数

×．の

　　

（％）

　　　　　　　　　

ａ地区の全回答数

－１８７－



Ｖｏｌ，２２ＮＯ．２

　　　　　

ｊｏｕｒｎａｌｏｆＨｏｋｋａｉｄＯ Ｕｎｉｖｅｒｓ下ｔｙｏｆＥｄｕｃａｔｉｏｎ（Ｓｅｃ亡ｉｏｎ

　

ＩＣ） Ｊａｎｕａｒｙ，ｔ９７２

で表わされる．
Ｂ…現居住地区以外の他地区から居住地に選定された場合． この場合はさらに二分して

ｂ・…市街地域の他地区から選定された場合

ｂ２…郊外地域の他地区から選定された場合

にわけられる．

　

たとえば， ｂ地区に住む人が居住地としてａ地区を選定したような場合である， こ

比率をａ地区の流入率と名づけると，

流入率＝

　

ｂ地区の中でａ地区を選定した回答数

　

×．ｍ

　

（％）

　　　　　　　　

ｂ地区の全回答数

で表わされる。
Ｃ…現居住地区から他地区を居住地に選定した場合。
たとえば， ａ地区に住む人が他地区を居住地に選定した場合である．
の流出率と名づけると，

この場合の比率をａ地区

この場合の

流出率＝

　

ａ地区以外の地区を選定妄た回答数 ×・００ （％）

　　　　　　　　　　

ａ地区の全回答数

Ｄ…「わからない」， 「どこでもよい」 と答えた場合．

　

この場合の比率をａ地区の不定率と名づけると，

不定率＝
「わからない」，「どこでもよい」の回答数

　

×１００

　

（％）

　　　　　　　　　

ａ地区の全回答数

　　

で表わされる。

　

ここでいう定着率とは， 同一地区に留まり定住する割合を示したもので， いわば， 「住めば都」

式に現住地に対する定住性や愛着度などを表わす． また， 流入率とは， 他の地区から移住してくる

割合であり， 流入率の高さは居住地としての大きな誘引性や魅力度をもの語るものである． 逆に，

流出率とは他地区へ移転してしまう割合であって， 現住地に対する不適合感や離反性のようなマイ

ナスの反応を表わすものである．
一般に， 住んでいる地区が地区住民にとってあまり歓迎されなし・ようなものだと， 地区住民はそ

こから逃げることだろうし， そこが居住地として十分満足できるところだということになれば， 永

住意志を固めるであろうし， 他の地区からもまた多くの人が移住してくることであろう。 こうした

去来の差引勘定はそれなりに地区がもつ居住地としての適格性をうらなうものである． そこで， 以

上にあげたようないくつかの指標を使って， 地区がどれだけ地区住民の意識に住みよい快適な居住

地として映っているかどうかを数値化してみた．

　

いま， かりに地区住民の意識地平の上に投影された地区の居住地としての魅力や吸引力を「居住

地性」と称するならば， この総合指標ともいうべき「居住地性」こそ居り住空間としての地区のウェ

イトを示す一つの徴表となるであろう。

　

このような総合指標としての「居住地性」を一応次のような， すなわち， （定着率十流入率）－

流出率， という一連の操作過程を通して算定するようにした。

　　

｛２） 地区別「居住地性」

各地区間にわたる居住地としての選定， 被選定の集計結果をもとに， 先述の操作過程を経て総合

化を図り， ここに， それぞれの「居住地性」を数量化して示したのが（表２７） である．

　

そこで， （表２７） によっていくつかの特徴ある傾向性を探ってみよう。

　

まず， 市街地についていえば， 同一地区を選定する定着率は地域平均ほぼ４割の３３．９％である。

－１８８一
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めぐまれず， 居住条件が

劣悪かのいずれかだからであろう。

　

ところが同じ定着率でも， 郊外地域になれば市街地域のざっと１，５倍，６０％の高率である． すな

わち， この地域では約６割の人が同一地域内での定住傾向を示しているのである。 その中でも， 一

番高いのは神楽（６４．９％）， それから東旭川（６４，３％）， 東鷹栖（６１．５％）などが続く． しかし， 郊外

地とはいえ， 江丹別地区だけは例外で， その定着率は２３，１％しかない． 旭川市における 「過疎地」

としての同地区の置かれている状態がどのようなものであるかということは， この低い定着率をみ

ても想像がつくであろう。

　

こうした同一地区内への定住傾向を示す定着率と対照なのが流出率である．

　

まず， 市街地域からみてみよう． 他地区への居住地を定めようとする意向の強いのは， 大成地区

（７８．９％）が圧倒的であり， あと中央区（５１，３％）， 新旭川地区（４６．８％）と続く． 市街地の春光地

区，西地区，東地区を除いて４地区いずれも定着率よりも流出率の方が高い。 現実に， 旭川市の都心

部が空洞化するドーナツ現象はこうした意識の対応の中ですでに顕著に進行Ｌているのである．

　

これに反して， 郊外地域では先の江丹別地区以外， すべて高い割合で流出率より定着率がうわま

わっており， 明らかに肥大化してゆくスプロール化のうねりをこの周辺地区が形成しているのがよ

くわかる．

　

続いて， 居住地選定にみられる地区間の移動の様態を調べてみよう．

　

まず，市街地についていうならば， この地域内における地区間での移動による居住地選択は１４．４

％であり， 市街地から郊外地域内の地区への移住２８，４％の約２分の１である。 逆言すれを，市街地

域内での相互移動よりも， 市街地から郊外地の方に居住地を求めようとする移動の方が２倍の倍率

をもつのである。 こうした 「居住地性」が示す意識傾向からみて， 中心地帯から周辺地帯へうねり

のように押しよせるというスプロール化現象は決して大げさなものではないのである。
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ＩＣ）

　

こうした傾向に反して， 郊外地域の居住地選択に伴う移動や流動は少

　

図５

ない． 郊外地から市街地へ逆流するのは僅か６．１％， 他の郊外地へ移住

しようとするのは７．５％という， それぞれ１割にもみたない有様 であ

る． このことからも， 郊外地域はすでに住宅地帯としてはきわめて安定

　

徹

した居住空間を形成し， 住宅地帯として定着しつつあるとみてよいので

はなかろうか． この中でとりわけ， 市街地からの流入率の高い地区は東

旭川 （６．８％）， 神居（６．３％）そして神楽（５．６％）の三地区である． 江丹

別地区は０．２％で， ここでは完全に対象外におかれているとみてよい．

　

最後に， 各地区ごとの「居住地性」 にふれておこう．〔図５〕は得点化

　

〃復
された数値によって配列したものである．

　　　　　　　　　　　　　　　

β６ｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　

　

いまさら説明を加えるまでもなく， 神楽地区がトップであり， 旭川市

　

”の
で作成した『旭川市生活環境図集』 （昭和４６年２月） による 「総合居住

性」がすくれていることと関連している．

　　　　　　　　　　　　　　　

”？“

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　

　

郊外地域の中で最低地区は江丹別地区であり， 市街地では大成地区で

ある。 この大成地区は同時にまた， 旭川市全体の中でも最低であること

はいうまでもない．

ｊ‐ａｎｕａｒｙ，１９７２

地区別「居住
地性」分布

◎

永山 （鯵．リ
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